
主目的 3 14 1

副目的

款 項 目 大 中

％ ％ ％

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

小牧市障害者交通料助成事業実施要領

3

担当課

1

保健福祉

福祉課

障がい福祉係

62

平成３０年度以降

障がい者（児）福祉

事業類型 一般

障がい者に自立を支援する

1

障がい者手帳（身体障害者手帳1～3級、療育手帳Ａ又はＢ判定、精神障害者保健福祉手

帳1.2級）所持者を対象に、医療機関や買い物等への移動を支援し、経済的負担の軽減を

図る。

下記のいずれかを交付した。

・小牧市障害者タクシー基本料金助成利用券（48枚/年）

・小牧市障害者自動車燃料費助成券（4リットルを12枚/年）

市と契約したタクシー事業社又は石油業者を利用し、事業社が市に対して

行った請求に対し、支払いを行った。

助成 97

総合計画

分野別計画

予算区分

担当部事務事業名 障害者交通料金助成事業

会計区分

平成１２年度以前 ～事業期間

事業番号 90

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

健康福祉部

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

直接実施・

運営

3 委託 0

一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

Ｈ24予算額

33,500

0.10

531

103.6

Ｈ23決算額

32,293

Ｈ22決算額

1,250

00

1,250

0.100.10

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

0.10

（手段）

従事者数

Ｈ21決算額

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

3,000

24,553

行った請求に対し、支払いを行った。

【直接経費の内訳】

　印刷製本費（293千円）

　障害者交通費補助金（32,000千円）

費用合計

27,022

531

0.00

無

従事者数

人件費

費

用

直接経費

正職員

28,356

2,100

受益者負担

29,925

0

30,456

110.5

0

0

0

32,781

32,824

107.7

31,574

0.00

0

531531

0.00

27,553

0.00

0

34,031



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

―

―

H24

19,287

枚

ガソリン券利用枚数

―

28,096

年々対象者が増大する中、移動の手段を確保し、経済的負担の軽減を図った。

1,224

2,345

31,090

―

29,434

3,569

―

3,655

H21

―

H22

――

H24H23

タクシー券配布数

（１冊：４８枚）

ガソリン券配布数

（１冊：４リットル×12

枚）

成果指標名

タクシー券利用枚数

事業の

達成状況

活動指標名

対象者数

―

冊

人

H23

―

2,714

―

1,132

―

3,846

―

H21

冊

2,535

1,120

―

―

18,512

枚

―

18,499

―

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

H22

―

90事業番号

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

経済的負担から、外出の機会が減少すると考えられる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

現状維持

判　定　理　由

障がい者の社会参加の機会を増やすため、引き続き同様の支援を行う。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

更なる障がい者の社会参加の機会を増やすため、今後助成内容について検討する

必要がある。

移動を支援することで障がい者の外出の機会増大につながっており、経済的負担の

軽減を図っている。

方向性の判定


